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はじめに 
 

令和３年４月時点の当市の人口は約２万７千人で、児童・生徒数は、１千６百人ほど

です。市内には小学校５校、中学校３校、義務教育学校１校があり、このうち小学校１

校と中学校１校、義務教育学校１校は山間地の小規模校です。 

先端技術の急速な進歩や価値観の多様化、社会のグローバル化が進行する一方で、急

激に進む少子化に対応し、これからの時代を担う児童・生徒が「真に協働し力強く生き

抜いていく力」を身につけるために、市では、これまで市内全校をコミュニティ・スク

ールとし、「協働の学び」を指導の基本に据え、山村留学や特認校制度、義務教育学校の

設置、働き方改革やＩＣＴの積極的導入、中高連携教員や小中学校連携のＡＬＴ配置、

支援ボランティアの活用など多様な取組みを進めてまいりました。 

こうした背景を踏まえ、これまでの取組みについて様々な面から広く検討・評価いた

だき、急激に進む少子化に対応した的確な施策を総合的に策定するため、平成 30年度に

は、市民代表や学校関係者、学識経験者等からなる「少子化社会における義務教育のあ

り方検討委員会」を設置しました。このあり方検討委員会では、市民や保護者を対象に

アンケート調査を行い、審議経過については市の広報紙やホームページで周知しながら

２年間にわたり精力的な審議をいただき、令和２年１月に今後の義務教育のあり方に関

し、平成 18年の３市村合併以前の旧大町市内の小学校４校と中学校２校については、小

学校２校と中学校１校に再編し、コミュニティ・スクールの充実や幼保・小・中連携教

育の推進を図ること等について提言をまとめていただきました。 

この提言を受け、教育委員会では令和２年度に「市立学校通学区域再編審議会」を設

け、「通学区域や再編後の小中学校の設置位置等」について諮問しました。その結果、旧

大町市内の小学校４校と中学校２校について、小学校は、大町・平地区と常盤・社地区

を通学区域とする２校に、中学校は、現仁科台中学校に再編統合することなどを骨子と

する答申をいただきました。 

 
 

令和３年９月 

大町市教育委員会  
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Ⅰ 基本計画策定にあたって 

 

大町市学校再編基本計画（以下「再編基本計画」という。）は、次代を担う子どもた

ちにとって、望ましい教育環境の整備と教育の質の一層の充実を目的とした、学校再

編に関する基本方針です。 

 

１ 計画策定の背景 

ＡＩなどの急速な進歩や価値観の多様化、社会のグローバル化の進行と急激に進

む少子化に対応し、「真に協働し力強く生き抜いていく力」を身につけるために、新

しい「学習指導要領」では、多様な人々と協働する人間性の涵養と、基礎的知識や思

考力・判断力・表現力等の育成が求められるようになりました。当市では、同指導要

領を踏まえ、児童・生徒が教えあい、学びあう「主体的で対話的な深い学び」（協働

の学び）を指導の根幹に据え、様々な取組みを進めております。 

一方で、文部科学省では、全国的に進む少子化に対応した活力ある学校づくりに

向けて、平成 27 年１月、「公立小中学校の適正規模・適正配置」の基準を見直し、

公立小中学校について、現行の学校規模の標準（12～18学級）を下回る場合の対応

の目安として、学校の規模別に市町村のとるべき対応策をまとめた「公立小学校・

中学校の適正規模・適正配置等に関する手引」を策定しました。 

当市においても、近年、年間 140 人前後の出生数となっている状況から、近い将

来、小学校において単学級の学年がさらに増加することが見込まれ、中学校におい

ても生徒数の減少に伴い配置教員数も減少し、教科担当や学校管理に支障が生じ、

部活動で団体競技等の存続が困難になるなど、少子化による様々な影響が起きてい

る現況に鑑み、平成 29年度の総合教育会議において今後の義務教育のあり方につい

て協議し、「少子化社会における義務教育のあり方」の検討に着手しました。 

（参考資料５及び７参照） 

 

２ 検討の経過 

(1) 大町市少子化社会における義務教育のあり方検討委員会 

教育委員会では、少子化社会に伴う児童・生徒数の減少に対応した教育環境や

義務教育のあり方に関して総合的な見地から検討するため、平成 30年７月に「大

町市少子化社会における義務教育のあり方検討委員会」（以下「あり方検討委員

会」という。）を設置しました。 

あり方検討委員会では、教育委員会に市民や保護者を対象としたアンケート

を実施するとともに、関係資料の提出を求め、さらに、学校教職員や教育委員会

事務局等から現状と課題に関する聞き取り調査を行い、８回の全体会と３回の

研究部会の会議を開催し、検討結果を報告書にまとめて令和２年１月に市教育

委員会へ提言しました。 
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期 日 主な検討内容等 

第１回 
（H30.7.27） 

・児童・生徒数の推移、学校教育の現状、国・県・大町市
の取り組みの情報共有 

第２回 
（H30.11.15） 

・各校、団体から出された、少子化に伴う課題、効果など
の検討 

・学校評価に併せた第１回保護者アンケート 

第３回 

（H31.2.8） 

・第１回保護者アンケート結果の報告 

第４回 
（H31.3.20） 

・市民アンケートの内容検討 
・広報紙の記事｢大町市の義務教育の状況｣の内容確認 
・研究部会の設置 

第５回 
（R1.7.3） 

・市民アンケート結果の報告及び研究部会における協議
内容の報告 

・第２回保護者アンケートの実施 

第６回 
（R1.11.6） 

・第２回保護者アンケート結果の報告 
・研究部会における協議内容の報告 
・あり方検討委員会の報告書（素案）の検討 

第７回 

（R1.12.26） 

・あり方検討委員会の報告書（案）の検討 

第８回 
（R2.1.22） 

・検討委員会の報告書のまとめ 

期 日 主な検討内容等 

第１回 

（R1.6.25） 

・研究部会の役割、市民アンケート結果の報告、少子化に

伴う課題の整理 

第２回 

（R1.10.16） 

・第２回保護者アンケート結果の報告 

・学校及び市教委が捉える少子化に伴う課題の情報共有 

第３回 

（R1.11.1） 

・検討委員会の報告書（素案）の検討 

 

◇ 義務教育に関するアンケート結果の概要 
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◇ 少子化進行による学校現場から出された意見 

 

◇ あり方検討委員会の提言の概要 

① 通学区域の見直しと旧市内における小中学校の再編について 

⇒ 旧市内の小学校４校を２校、中学校２校を１校に再編 

② 幼児教育から義務教育までの一貫した教育の推進について 

⇒ 再編に合わせ教育に関する総合的なビジョンの策定 

③ 学校施設の整備等教育環境の充実について 

⇒ 必要な改修や整備を計画的に実施し教育環境の充実 

④ 地域とともにある学校づくりの推進について 

⇒ コミュニティ・スクールの充実と住民組織の単位と通学区域の整合 
 

◇ あり方検討委員会委員構成 

市内校長会、学校運営委員会及び運営協議会、ＰＴＡ連合会正副会長、連合自

治会、社会福祉協議会、保育園保護者会連合会 、幼稚園保護者代表、識見を有

する者、公募による者、副市長  
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(2) 大町市立学校通学区域再編審議会 

教育委員会は、令和２年６月に地方自治法の規定に基づく附属機関として、条

例により教育委員会の諮問機関として大町市立学校通学区域再編審議会（以下

「再編審議会」という。）を設置し、あり方検討委員会報告書の提言を受けて、

通学区域の再編などを決定するに当たり再編審議会に諮問を行いました。 

再編審議会では、教育委員会からの３つの諮問事項に対して、令和３年３月ま

でに施設見学を含め８回の審議会を開催し、同年３月末に審議の結果を取りま

とめ答申いただきました。 
 

◇ 再編審議会の開催状況 

期 日 主な審議内容等 

第１回 

（R2.6.26） 

・市立学校の現状等を情報共有 

・具体的な通学区域の再編などの諮問 

（R2.7.27） ・学校施設の現地見学 

第２回 

（R2.8.20） 

・旧市内の２中学校の校地を比較検討 

・小学校の位置関係の状況を把握 

第３回 

（R2.10.8） 

・学校施設の防災面を比較検討 

・小学校再編シミュレーションを比較検討 

・中学校施設を小学校施設に用途変更する場合を比較検討 

第４回 

（R2.12.21） 

・中学校校地の選定評価表による比較検討 

・小学校候補地の通学区域における考え方を検討 

第５回 

（R3.1.18） 

・中学校校地の選定評価表修正 

・小学校校地の選定評価表の項目検討 

第６回 

（R3.2.15） 

・小学校の校地の選定 

第７回 

（R3.3.9） 

・小学校校地の選定評価表修正 

・答申案の検討 
 

◇ 再編審議会委員構成 

市内校長会、ＰＴＡ連合会、連合自治会、保育園保護者会連合会、幼稚園保護

者、あり方検討委員会、識見を有する者、公募による者 
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 (3) 教育委員会及び総合教育会議 

教育委員会では、定例教育委員会及び総合教育会議等で、再編基本計画の内容

について検討し、

 
 

◇ 教育委員会及び総合教育会議の開催状況 

期 日 主な検討内容等 

第３回教育委員会 

(R3.3.23) 

・再編審議会の答申内容の確認 

・再編基本計画の策定作業の確認 

第４回教育委員会 

(R3.4.14) 

・再編基本計画の策定に関する基本事項及び計画の

構成 

・再編スケジュールの確認 

４月臨時教育委員会 

(R3.4.27) 

・再編基本計画（素案）の検討 

第１回総合教育会議 

(R3.4.28) 

・再編基本計画（素案）の検討 

・再編スケジュールの確認 

第５回教育委員会 

(R3.5.21) 

・小学校校地（大町・平地区）の候補地を選定する

ための比較検討 

第２回総合教育会議 

(R3.5.24) 

・再編基本計画（素案）の検討 

・市民説明会及びパブリックコメントの実施を確認 

・再編準備組織等の検討 

・市民説明会の資料の確認 

・市民説明会等の実施状況及びパブリックコメント

の状況を報告 

・再編基本計画（案）の取りまとめ 

・再編基本計画（案）の取りまとめ 

 

◇ 「再編基本計画（案）」に係る市民説明会及びパブリックコメントの実施状況 

① 市民説明会の開催状況 

期 日 会 場 参加者 

R3.6.23 サンアルプス大町 45人 

R3.6.24 常盤公民館 25人 

R3.6.25 平公民館 24人 

R3.6.29 社公民館 19人 

R3.7.1 八坂公民館 22人 

R3.7.2 美麻公民館 17人 

合 計 152人 
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② パブリックコメントの受付状況 

募集期間：令和３年７月１日（木）から８月 10日（火）まで 

受付方法 件 数 

投 函 ５件 

ＦＡＸ ３件 

メール 14 件 

合 計 22 件 
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Ⅱ 学校再編の基本的な方針 

 

あり方検討委員会報告書の提言及び再編審議会の答申を踏まえ、市全体の学校再編

に関する基本的な方針を次のとおりとします。 
 

１ 学校再編による通学区域の見直し 

(1) 中学校（義務教育学校後期課程） 

中学校の通学区域は、次の３つの区域とします。 

① 大町地区、平地区、常盤地区、社地区の行政区を一つの通学区域とします。 

② 八坂地区は、当面現行どおりとします。 

③ 美麻地区は、当面現行どおりとします。 

 

(2) 小学校（義務教育学校前期課程） 

小学校の通学区域は、次の４つの区域とします。 

① 大町地区、平地区の行政区を一つの通学区域とします。 

② 常盤地区、社地区の行政区を一つの通学区域とします。 

③ 八坂地区は、当面現行どおりとします。 

④ 美麻地区は、当面現行どおりとします。 
 
 

２ 通学区域が変更された区域の市立学校の設置位置 

(1) 中学校 

① 現仁科台中学校（大町市大町 3759番地）の位置とします。 

 

(2) 小学校 

② 常盤地区、社地区の通学区域は、現大町南小学校（大町市常盤 3543番地 1）の

位置とします。 
 
 

３ 幼児教育から義務教育まで一貫した教育の充実 

① 一貫した子ども理解と指導の継続性の実現 

② 一貫した体系的な教育と学習目標の設定 

③ カリキュラムや学習内容の体系性・系統性の確保 

④ 一貫した指導の確立に向けた研修の充実と体制の整備 
 
 

４ 小規模学校の特色ある学校づくりの方針 

① 八坂小学校及び八坂中学校は、両校が相互に密接な連携を図るため、施設分離

型の小中一貫教育校を推進します。 

② 美麻小中学校は、義務教育学校としての特色ある教育を継続します。 

③ 八坂・美麻地区の小規模特認校制度は特色ある教育として継続します。  
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Ⅲ 新校開校に向けた具体的な進め方等 

 

学校再編により設置する学校は、新校として開校します。新校の学校行事や教育課

程、再編対象の児童・生徒の学校間交流など新校開校に向けた準備や、閉校式等の必

要な事項について大町市学校再編準備委員会を設置

配置します。 

 

§ 新校開校に関する事項 

 

１ 新校の名称等 

① 新校の名称は、新たな学校名を定めることとします。 

② 新校の校歌・校章等は、新たに定めることとします。 
 

２ 新校の開校時期 

① 中学校 令和５年度を目途に開校します。 

② 

【全体スケジュール概要】 

 Ｒ３年度 ～ Ｒ５年度 ～ Ｒ８年度 

中
学
校 

 

 

 

新校開校 

新校名称等  

施設整備等 
 

再編準備委員会 
 

教育課程編成 
 

小
学
校 

 

 

 

 

新校開校 

新校名称等  

施設整備等 
 

再編準備委員会 
 

教育課程編成 
 

 

３ 通学路の安全確保等 

国の基準である「小学校４㎞、中学校６㎞、通学時間はおおむね１時間を超えな

いこと」を基本としながら、通学区域が変更になる児童や生徒については、

通学の安全性の確保と利便性に十分配慮します。 

また、遠距離通学となる児童や生徒については、電車、スクールバス等の利用に

より安全な通学手段を確保します。 
 

４ 施設の整備 

新校として活用する学校施設については、総合的に点検整備を行い、児童・生徒

の良好な学習環境が図られるよう施設の充実を図ります。 
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５ コミュニティ・スクール 

新校開校に当たっては、従前校と同様に学校運営に地域社会の参画を得ながら、

地域に根付いたコミュニティ・スクールとしての取組みを進めます。 

 

６ 児童・生徒等への配慮 

(1) 学校間の事前交流 

再編による児童・生徒の不安や負担等をできるだけ軽減し、新たな学校生活へ円

滑に移行できるよう、学校間の事前交流等に努めます。 

(2) 保護者負担等への配慮 

通学区域の変更に当たり、保護者の一体感の醸成に努め、制服の使用等様々な課

題について新たな負担を抑えるよう配慮します。 

 

 

§ 跡施設に関する事項 

 

１ 跡施設の活用 

少子化に伴い、近年、全国的に学校再編が取り組まれていますが、使用されなく

なった多くの学校施設は、有効活用のための具体的な取組みが大きな課題となって

います。 

学校等施設は、施設規模や立地条件等から見ても、市にとって貴重な財産であり、

これらの有効活用は、コミュニティの活性化、地域経済の発展、効率的な行財政運

営の推進等に大きく関係します。こうしたことから、できるだけ早期に跡施設の有

効活用に向けた検討を開始し、新しいまちづくりを進めていく必要があります。 

当市でも学校再編に伴い３つの学校施設が閉校となり使用されなくなります。再

編審議会の答申を尊重し、再編により使用されなくなる校舎及び校地は、地域の意

見や要望を尊重しながら地域の活性化につながる利活用の方法について、市全体で

検討することといたします。 

 

２ 活用事例の情報収集 

国では、～未来につなごう～「みんなの廃校プロジェクト」を立ち上げ、廃校施設

の活用推進のため、地方公共団体から未活用の廃校施設の情報を集約し公表してい

ます。 

当市も、全国における先進的な活用事例の情報収集に努めてまいります。 

 

 

― 改定履歴 ― 

策定日：令和３年９月３日 

改定日：令和４年１０月２４日 ／ 改定個所：Ⅱ２－（２）－①  
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大町市少子化社会における義務教育のあり方検討委員会報告書（抄本） 

令和 2年 1月 29日 

 

【提  言】 

検討委員会においては、大町市の義務教育の現状と課題を以上のように共有した上で、

保護者や教職員、学校運営協議会や委員会等の意見を聴取し、また市民アンケートと２

度にわたる保護者アンケートを実施しました。これらの結果を踏まえて、少子化社会に

伴う児童・生徒数の減少に対応した教育環境及び義務教育のあり方に関して、以下の通

り提言します。 

なお、これらの提言によって少子化に伴うすべての課題が解決できるわけではないの

で、今後も社会状況や少子化の進行に応じて、様々な面から検討を重ねていくことが重

要と考えます。 
 

（１）通学区の見直しと旧市内における小・中学校の再編 

平成 18（2006）年の市町村合併以前の大町・平・常盤・社の区域の小学校４校及び中

学校２校においては、文部科学省が法令上の標準として示している「小・中学校ともに

12 学級以上 18 学級以下」の学校規模を基本として、通学距離や通学時間・通学手段等

を考慮し、児童・生徒が安全に通学できる環境を確保していく観点から、小学校２校と

中学校１校を基本として通学区の見直しと再編を行う必要があります。これにより、専

科教員の確保、習熟度や課題別など指導方法による授業内容の充実、部活動などの多様

な機会の確保、社会性を醸成する集団づくり等の課題を解決していく糸口となると思わ

れます。 

なお、八坂小学校及び八坂中学校、美麻小中学校につきましては、①山村留学制度と

の関係や影響、②通学に要する距離や時間の関係、③地域コミュニティとの関係、④多

様な教育課題に対して果たしている役割などを考慮し、当面は現状を維持することとし、

小規模校としての特色を活かし、市全体の義務教育の振興に寄与する学校づくりを引き

続き進めていただきたい。 
 

（２）幼児教育から義務教育まで一貫した教育の推進 

異学年交流等による精神的な発達を促し、幼児期から小・中学校までを見通した系統

的な教育を実現するために、通学区の再編に合わせ教育に関する総合的なビジョンを策

定するなど、幼稚園児や保育園児に対する幼児教育から小・中学校における義務教育ま

で一貫した方針に基づく教育を推進していただきたい。 

ま た、幼稚園、保育園及び認定こども園等における指導をベースとして、小学校入学

時の集団への適応性を高めると共に、いわゆる「中１ギャップ」（小学生が中学校に進学

した際、学校生活や授業のやり方など環境の変化に馴染めず、不登校やいじめの増加な

どが生じる現象）などの課題に対応した中学校進学を可能とする小中一貫教育を整備し

ていただきたい。なお、そこでは、以下の観点を重視していただきたい。 

① 一貫した子ども理解と指導の継続性の実現 

② 一貫した体系的な教育と学習目標の設定 

③ カリキュラムや学習内容の体系性・系統性の確保  

参考資料 １ 
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（３）学校施設の整備等教育環境の充実 

小・中学校の再編に併せ、老朽化が進んでいる小学校施設の整備を実現すると共に、

近年、改築された中学校施設についても点検整備に努め、児童・生徒の安全確保の徹底

を図っていただきたい。また、快適な教育環境の実現や時代の要請に対応した情報機器

の導入など、必要な改修や整備を計画的に実施し、教育環境の充実を図っていただきた

い。 

 

（４）地域とともにある学校づくりの推進 

小・中学校は、未来を担う子どもたちを育む重要な施設であると共に、地域コミュニ

ティの核としての性格を有し、まちづくりや地域社会の発展と密接不可分な関係にあり

ます。従って、学校運営に地域社会の参画を得ながら地域に根付いたコミュニティ・ス

クールの一層の充実と推進を図っていただくとともに、地域と学校のつながりを堅持で

きるよう、自治会、公民館、育成会等の住民組織の単位と通学区について整合性を図る

など最大限の配慮をしていただきたい。 
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大町市少子化社会における義務教育のあり方検討委員会委員名簿 

 

（敬称略） 

役職 氏名 所属等 備考 

委 員 長 柳澤 英幸 大町西小学校運営委員会代表  

副委員長 勝野 英男 第一中学校運営委員会代表  

委  員 山﨑 晃 市内校長会  

委  員 縣 邦彦 市内校長会  

委  員 続麻 純生 大町市ＰＴＡ連合会会長 R1.6.24まで 

委  員 立川 史明 〃 R1.6.25～ 

委  員 山崎 雅之 大町市ＰＴＡ連合会副会長 R1.6.24まで 

委  員 中村 敦 〃 R1.6.25～ 

委  員 百瀬 泰慶 大町東小学校運営委員会代表  

委  員 小林 平八 
大町南小学校運営委員会代表 H31.3.19まで 

大町市連合自治会会長 H31.3.20～ 

委  員 菅沢 一彦 大町南小学校運営委員会代表 H31.3.20～ 

委  員 海川 明文 大町北小学校運営委員会代表  

委  員 堀 祐介 仁科台中学校運営委員会代表  

委  員 北澤 豊繁 八坂学校運営協議会代表  

委  員 北沢 伊 男 美麻学校運営協議会代表  

委  員 中村 勝彦 
大町市連合自治会会長 H31.3.19まで 

大町市社会福祉協議会会長 R1.6.25～ 

委  員 宮沢 雄一 大町市連合自治会副会長 H31.3.19まで 

委  員 飯沢 壮一 〃 H31.3.20～ 

委  員 荒井 英治郎 識見を有する者  

委  員 髙橋 克好 公募による者  

委  員 吉澤 義雄 大町市副市長  

委  員 谷林 夏季 大町市保育園保護者会連合会会長 R1.6.24まで 

委  員 重田 あまな 〃 R1.6.25～ 

委  員 金原 徹 幼稚園保護者代表  

委  員 奥村 剛 大町市社会福祉協議会会長 R1.6.24まで 
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２教学第 ９１ 号 

令和２年６月２６日 

 

大町市立学校通学区域再編審議会 

会 長  眞嶋 強志  様 

 

大町市教育委員会 

 

 

大町市立学校通学区域の再編等について【諮問】 

 

 

当市では、平成 30年度から急激な少子化に対応した今後の義務教育のあり方につい

て「大町市少子化社会における義務教育のあり方検討委員会」を設け検討してきまし

た。本年１月に同検討委員会から報告を受けて、旧大町市域の小学校４校及び中学校２

校は、小学校２校と中学校１校を基本として通学区域の見直しと再編をする等の方針

を決定しました。 

つきましては、今後、具体的な取り組みを進めるために、大町市附属機関に関する条

例第２条の規定に基づき下記の事項について諮問いたします。本年 12月を目途に答申

をいただきますようご依頼申しあげます。 

 

 

記 

 

（１）小学校の通学区域に関すること 

 

（２）小学校、中学校の設置位置に関すること 

 

（３）通学区域再編の時期など必要な事項に関すること 

 

 

参考資料 ２ 
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令和３年３月１９日 

 

大町市教育委員会 様 

 

 

大町市立学校通学区域再編審議会 

会 長  眞嶋 強志 

 

大町市立学校通学区域の再編等について（答申） 

 

 

大町市附属機関に関する条例第２条の規定に基づき、令和２年６月２６日付け２教学第

９１号をもって諮問のありました大町市立学校通学区域の再編等について、少子化社会に

おける義務教育のあり方検討委員会（以下、「あり方検討委員会」という。）からの提言を

踏まえ、旧大町市域の小学校４校及び中学校２校は、小学校を２校と中学校１校を基本と

した通学区域の見直しと再編をする等の方針のもと（１）小学校の通学区域に関すること、

（２）小学校、中学校の設置位置に関すること、（３）通学区域再編の時期など必要な事

項に関することの３事項について、７回にわたり審議会を開催し審議を行いました。 

これまでに、次代を担う子どもたちの義務教育のあり方を第一に考えながら、慎重かつ

十分に審議を行った結果を取りまとめたので下記のとおり答申します。 

 

記 

 

１ 小学校の通学区域に関すること 

小学校の通学区域は、あり方検討委員会の提言を踏まえ、児童数の推移や将来推計、

教員の確保、授業内容の充実等のほか、地域とともにある学校づくりの視点等から、次

のとおりとすることが望ましい。 

（１）大町地区と平地区の行政区を一つの通学区域とすることが望ましい。 

（２）常盤地区と社地区の行政区を一つの通学区域とすることが望ましい。 

 

２ 小学校、中学校の設置位置に関すること 

小学校及び中学校の設置は、立地状況、防災面及び利便性等の基礎的要件や、学校規

模・施設状況等の教育環境、通学に関する手段・安全性のほか、児童・生徒や就学予定

児童の分布状況などから、次のとおりとすることが適当と考える。 

（１）小学校の設置位置について 

ア 大町地区と平地区の通学区域は、現第一中学校又は現大町西小学校のいずれか

とすることが望ましい。 

イ 常盤地区と社地区の通学区域は、現大町南小学校とすることが望ましい。 

  

参考資料 ３ 
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（２）中学校の設置位置は、現仁科台中学校とすることが望ましい。 

 

３ 通学区域再編の時期など必要な事項に関すること 

（１）新校開校にあたっては、教育委員会において基本的な方針等を定めた計画（案）

を策定し、保護者や地域住民への説明に努め、十分意見を聞きながら具体的な計

画を定めることとされたい。 

（２）新校の開校時期は、市民理解を得ながら次のとおりとするよう努められたい。 

ア 小学校の新校は、令和７年度を目途に開校するよう努められたい。 

イ 中学校の新校は、令和５年度を目途に開校するよう努められたい。 

 

【付帯意見】 

〇あり方検討委員会での提言を尊重し、幼児教育から義務教育までの一貫した教育の推

進や、児童・生徒の公平な学習環境が図られるよう施設の充実に努め、再編を進めてい

ただきたい。 

〇 学校運営に地域社会の参画を得ながら、地域に根付いたコミュニティ・スクールとし

ての取り組みの一層の充実を図っていただきたい。 

〇 再編により通学路が変更になる児童や生徒については、安全確保に十分配慮いたただ

きたい。 

〇 使用されなくなった校舎及び校地の利用については、今後のまちづくりの観点から、

市民の意見を十分尊重し、有効に活用していただきたい。 

〇 新校開校にあたっては、事前に学校間交流などを実施し、児童・生徒の一体感の醸成

と不安の解消に努めていただきたい。 

 

この答申を踏まえ、保護者をはじめ市民全体の理解が得られるような学校再編計画を

策定し、次代を担う子どもたちにとって望ましい教育環境の整備促進を要望します。 

 

 

大町市立学校通学区域再編審議会委員名簿 

（敬称略） 

役職 氏名 所属等 備考 

会 長 眞嶋 強志 公募による者  

副会長 中村 敦 大町市ＰＴＡ連合会代表  

委 員 荒井 俊光 大町市ＰＴＡ連合会代表  

委 員 下川 舞 大町市保育園保護者会連合会代表  

委 員 丸田 実緒 幼稚園保護者代表  

委 員 内川 篤 大町市連合自治会会長  

委 員 丸山 伸一 市内校長会会長  

委 員 勝野 英男 義務教育のあり方検討委員会代表  

委 員 鳥屋 千穂 公募による者  

委 員 荒井 英治郎 識見を有する者  
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市立学校の現状等 

 

１ 児童・生徒及び学級数の推移・推計 

市内の児童・生徒数は、平成 18 年の市町村合併後の平成 19 年度の 2,810 人が令和

３年度には、1,639 人と 15 年間で 1,171 人減少し、今後もさらに減少していくことが

見込まれる。 

学級数は、平成 19年度に小学校 82（10）学級、中学校 35（6）学級だったが、令和

３年度には小学校 69（17）学級、中学校 34（11）学級に減少している。 

※括弧内は特別支援学級数。 

 

(1) 中学校生徒数の推計                    （人） 
 H19 H24 H29 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

一 中 399 336 271 226 221 198 
 

仁 中 467 491 394 332 333 333 

新 校  511 501 486 449 

八坂中 43 41 33 25 25 25 25 31 37 31 

美麻(後期) 55 38 37 41 34 38 31 29 22 27 

合 計 964 906 735 624 613 594 567 561 545 507 

 

(2) 小学校児童数の推計                     （人） 
 H19 H24 H29 R2 R3 R4 R5 R6 R7 R8 

東 小 315 235 184 167 159 139 141 132 135 

 
西 小 385 312 259 248 243 259 252 246 233 

南 小 471 374 295 255 255 263 247 238 237 

北 小 534 425 341 274 264 252 239 234 222 

大町/平 新校  517 

常盤/社 新校  314 

八坂小 62 51 35 37 45 45 49 49 50 50 

美麻(後期) 79 56 48 56 60 39 41 39 37 35 

合 計 1,846 1,453 1,162 1,037 1,026 997 969 938 914 916 

※基準日は、毎年５月１日。 

※推計値は、令和３年５月時点の出生数から試算。山村留学は過去５年の平均値を加算。特認

校は見込んでいない。 

 

 

参考資料 ４ 
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２ 施設の現況 

旧市内の中学校２校（第一中学校、仁科台中学校）は、近年、大規模改築事業（全面

改築）が行われ、施設環境の充実が図られている。一方、旧市内の４小学校（東小学校、

西小学校、南小学校、北小学校）は、耐震改修に併せて大規模改造事業や体育館棟の耐

震化を行ったものの、校舎の大部分は建築後 35年以上が経過しており、給排水施設等

の老朽化が進んでいる。 
 

(1) 中学校・義務教育学校施設の現況 

 校地保有 
面積 

校舎建築年 主な改修歴 

一 中 30,515 ㎡ H17(2005):全面改築  

仁 中 35,375 ㎡ H21(2009):全面改築  

八坂中 16,169 ㎡ 
H11(1999):管理・教室
棟 
H10(1998):体育館 

H27(2015):体育館非構造耐震化 

美麻小中 26,394 ㎡ 

S50(1975):普通教室
棟、給食棟 
S52(1977):管理棟、特
別教室棟、体育館 

H10(1998):普通教室棟・特別教室棟
耐震補強 
H25(2013):体育館非構造耐震化 

 

(2) 小学校施設の現況 

 校地保有 
面積 

校舎建築年 主な改修歴 

東 小 33,500 ㎡ 

S54(1979):低学年棟 
S55(1980):高学年・特別
教室南棟・北棟、管理棟・
昇降口、体育館 
S56(1981):給食棟 

H19(2007):体育館地震補強大規模改
造 
H22(2010):管理棟・昇降口耐震大規模
改造 
H23(2011):低学年棟耐震大規模改造 
H24(2012):高学年・特別教室南棟・北
棟、給食棟耐震大規模改造 

西 小 35,933 ㎡ 

S44(1969):低学年棟 
S57(1982):プレイルー
ム、特別教室棟、高学年
棟 
S58(1983):管理特別教
室棟、給食棟 
H6(1994):体育館 

H13(2001):低学年棟大規模改造 
H27(2015):体育館非構造耐震化 

南 小 35,510 ㎡ 

S51(1976):低学年東棟 
S60(1985):低学年西棟、
高学年棟、特別教室棟、
管理特別教室棟、:給食
棟 
S61(1986):体育館 

H24(2012):体育館非構造耐震化 

北 小 32,347 ㎡ 

S52(1977):昇降口・特別
教室棟、高学年棟、低学
年棟、体育館 
S56(1981):給食棟 

H9(1997):高学年棟耐震補強・大規模
改造 
H10(1998):昇降口・特別教室棟、体育
館大規模改造 
H12(2000):低学年棟大規模改造 
H24(2012):体育館非構造耐震化 

八坂小 28,615 ㎡ 

S63(1988):普通・特別教
室棟、管理・特別教室
棟、昇降口棟、共同調理
場、体育館 

H26(2014):体育館非構造耐震化 
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市の教育に関する基本的考え方（新学習指導要領への対応の概要） 

 

学習指導要領改訂の考え方  
 

 

〔文部科学省資料抜粋〕 

 

□「生きる力」の習得と３本の柱への対応 

 

（１）「なにができるようになるか＝生きる力」とは 

① 基礎的・基本的な知識及び技能の確実な習得 

・ 何を理解し、何ができるようになるか。 

② 課題解決のための思考力・判断力・表現力等の育成 

・ 経験したことがない未知の状況にも対応できる総合的な力量の習得。 

③ 主体的に学習に向かう態度・多様な人々と協働する人間性等の涵養 

・ どのように社会・世界と関わり、よりよい人生を送れるか。 

 

（２）「どのように学ぶか」とは  ―「主体的・対話的で深い学び」の実現― 

① 児童が主体的に見通しを立て、振り返り、自らの学びを自覚する授業 

② 児童相互の対話により学びを広げ、深める授業 

③ 深い学びのために児童の思考と教師の指導を組み立てた授業 

⇒ 「カリキュラム・マネジメント」の具体化 

※ カリキュラム・マネジメント＝教育課程に基づき、教科間の連携や学年間の相関

等に配慮しながら、組織的かつ計画的に教育課題の質的向上を図ること。  

参考資料 ５ 
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（３）教育目標・教育課程の編成方針、指導計画、職員配置等の質的向上を図るための具

体的実践 

① を「教育大綱」に位置付ける 

② 毎年度、「教育大綱」に基づき学校教育基本方針を策定 

③ 学校教育指導主事や外部講師による「協働の学び」の実践に向けた具体的指導の

充実 

④ コミュニティ・スクールの実践と地域と共にある開かれた学校づくりの推進 

⑤ 第三者評価を含めた学校評価制度の導入と指導改善への評価の反映 

⑥ 各校ごとに魅力や特色ある学校づくりに向けたガイドラインの作成 

⑦ 複数教科や学年間、地域人材等と協働・連携した授業づくりの実践 

⑧ 教職員の協働による研究・研修チーム活動の充実 

⑨ 学力向上、不登校・不適応等の課題に対応した研究委員会の設置 

⑩ 義務教育を通じ、自己有用感を高めるキャリア・パスポートの作成と活用 

⑪ 産業関係者や就労機関等によるキャリア教育推進協議会の設置 

 

（４）「何を学ぶか」の具体化について 

① 幼保・小・中連携による一貫した教育体制の確立 

・ 子育て・保健・福祉行政と教育委員会の実務分担の整理と連携の強化 

・ 幼稚園教諭、保育士等と小中学校教員による合同研修体制の整備 

・ 子育て支援行政担当者の教育委員会との併任 

・ 子育て行政と教育委員会の実務担当者会議の充実 

② コミュニティ・スクールの充実 

・ 学校運営協議会の充実と「文科省型コミュニティ・スクール」の確立 

・ コーディネーター、支援ボランティアの研修の充実 

③ プログラミング教育 

・ 全児童・生徒への端末の導入とＧＩＧＡスクールの推進 

・ 研究と情報交換等のための情報教育推進委員会の設置 

・ 教職員の指導のためのプログラミング教室の開催 

・ 情報センターと連携したプログラミング教育の推進 

④ 外国語(英語)指導 

・ 小中連携した効果的なＡＬＴの配置 

・ 小学校配置の専科教員による巡回指導 

・ 仁科台中学校と岳陽高校の連携による中高連携英語教員の配置 

⑤ 道徳教育 

・ 人権教育を基本とした道徳教育の推進 

・ 人権教育との連携し、毎年度、市内６カ所で人権を考える市民の集いを開催 

・ 毎年度、２校で人権教育の公開授業を実施 

⑥ 理数教育 

・ 信州大学と連携し、理科・数学（算数）のＩＣＴを活用した小中連携カリキュラ

ムの作成 
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・ 第一中学校と岳陽高校の連携による中高連携数学教員の配置 

・ 科学振興会による優れた研究・発明の奨励、顕彰、展示公開 

⑦ 伝統や文化に関する教育 

・ 郷土学習教材（低学年向け、中・高学年向けの２種類）の作成と配布 

・ 信州大学と連携し、ＷＥＢ教材「大町のひ・み・つ」の配信 

・ コミュニティ・スクールでのボランティア等による郷土学習の支援、指導 

⑧ 特別支援教育 

・ 医療・保健・福祉・教育の関係者等による教育相談と教育（就学等）支援 

・ 各小中学校に教員免許を持った心の教室相談員を配置 

・ ＬＤ教室・ことばの教室・日本語教室等による多様な指導 

⑨ 不登校・不適応児童・生徒への対応 

・ 個別ケースごと子育て行政・学校・教育委員会が連携した支援会議の開催 

・ 不登校や不適応指導と連携したＳＳＷの積極的活用 

・ 民間法人等によるフリースクール等との連携、活用 
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大町市学校再編準備委員会設置要綱 
 

 （設置） 
第１ 市立学校の再編に向けて、具体的な準備、開校等を円滑に推進するため、大町市学

校再編準備委員会（以下「準備委員会」という。）を設置する。 
２ 準備委員会は、学校再編により計画される新しい学校ごとに設置する。 
 （所掌事項） 
第２ 準備委員会は、次に掲げる事項について検討及び調整をし、教育委員会に報告する

ものとする。 
（１）教育活動等に関すること。 
（２）通学安全対策に関すること。 
（３）学校施設に関すること。 

（４）児童及び生徒指導に関すること。 
（５）学校及び保護者等の組織に関すること。 
（６）式典行事等に関すること。 
（７）前各号に掲げるもののほか、再編に向けて必要な事項に関すること。 
 （組織） 
第３ 準備委員会は、委員２０人以内をもって組織し、次に掲げる者のうちから教育委員

会が委嘱し、又は任命する。 
（１）市立学校長 
（２）学校ＰＴＡの代表者 
（３）学校運営協議会の代表者 
（４）大町市連合自治会の代表者 

（５）公募による市民等 
（６）前各号に掲げる者のほか、教育委員会が必要と認める者 
２ 委員の任期は、委嘱又は任命の日から所掌事項の報告が終了するまでの期間とする。

ただし、欠員が生じた場合における補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 
 （委員長及び副委員長） 
第４ 準備委員会に委員長及び副委員長を置き、委員が互選する。 
２ 委員長は、委員会を代表し、会務を総理する。 
３ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。 
 （会議） 
第５ 準備委員会の会議は、委員長が招集し、議長となる。 
２ 準備委員会の会議は、委員の過半数以上が出席しなければ、これを開くことができな

い。 
３ 委員長は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に出席させ、説明又は意

見を聴くことができる。 
 （補助組織） 
第６ 準備委員会の検討及び調整を補助するため、部会を置くことができる。 
２ 部会員は、教育委員会が委嘱し、又は任命する。 
３ 部会員の任務及び任期については、教育委員会がその都度定める。 
 （庶務） 
第７ 準備委員会の庶務は、教育委員会学校教育課において行う。 
 （委任） 
第８ この要綱に定めるもののほか、この要綱の施行に関し必要な事項は、教育委員会が

別に定める。 
   附 則 

この要綱は、告示の日から施行する。  

参考資料 ６ 
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